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ୈ �ষɹ気象ۀΛߴԽ͢るͨΊのڀݚɾٕज़։ൃ

1 େ気ɾւ༸ʹؔ͢る༧報ٕज़

（１）༧報と 
ɹ警報・注意報や各種の天気予報では、明日・明後日やさらに先の大気の状ଶを予測する必要があります。

大気やւ༸の現象は物理や化学の法則に基ͮいて起きていますので、この法則を用いて「今」の大気な

どの状ଶから「将来」を予測することが原理的には可能です。この手法は「数値予報」と呼ばれ、気象

庁の予報業務のࠜװをなす技術となっています。数値予報は、大気やւ༸の様々な振るいを物理や化

学の法則で表現したコンピュータのプログラムを必要とします。このプログラムを「数値予報モデル」といい、

予測の精度を向上させるため開発やվ良が進められてきました。また、数値予報モデルを予報業務に使

うには、大な計算を短時間に処理する必要があり、このため気象庁では昭和 34 年（1959 年）に我が

国の官公庁として初めて科学計算用のコンピュータを導入し、以来、常に世界最高レベルのコンピュータ

に更新しています。数値予報モデルは、予測する期間の長さや対象ྖ域などに応じて様々な種類があり

ますが、いずれも、大気やւ༸を水平方向・Ԗ直方向に格子状に区切り、それぞれの格子での気温や風、

࣪度などの将来の状況を予測します。

༧ใϞσϧͰはɺେ気ɺւ༸ɺͱͷؒͰൃੜ͢Δ༷ʑͳݱ象Λࢧ͢ΔཧԽֶ๏ଇ
ΛίϯϐϡʔλϓϩάϥϜͰද͠ݱま͢ɻ（ਤத༻ޠɹද໘աఔɿද໘ʹ͓͚Δਫͷग़
入ΓͳͲɻେ気ڥքɿද໘ւ໘͔ΒຎࡲͳͲͷӨڹΛड͚Δେ気ͷ）

େ気தͷݱ象Λࢧ͢Δओͳաఔ
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ୈ�෦　気象ۀͷݱঢ়ͱޙࠓ

（２）༧報Ϟσϧのݱঢ়
˓શٿϞσϧɺϝιϞσϧɺہϞσϧ

　気象庁で運用している数値予報モデルにはいくつかありますが、このうち主なものとしてまず「全ٿモ

デル」があります。「全ٿモデル」は、地ٿ全体を対象ྖ域として大気の状ଶを予測する数値予報モデル

です。気象庁では、全ٿモデルを、短期予報（明日・明後日の予報）、ि間天気予報や 1 か月予報、ߤ

空࿏やւ上予報など地ٿ上の広いྖ域を対象とする予報に利用しています。ि間天気予報や 1 か月予報

では、予測時間が長くなるとともにࠩޡが大きくなります。このため、「アンサンϒル予報」という手法を

使用し、確率による予報などを行っています。「メソモデル」は、日本पลを対象として大雨や風などの

災害をもたらす積雲・積ཚ雲の集ஂなどの現象（高低気ѹやക雨前線など、天気図上で解析される数ઍ

キロメートルنの現象よりখさく、ཽרなど局所現象（数キロメートル以下）より大きいスケールが「メソ

スケール」と呼ばれています。）の予測を行う数値予報モデルで、警報・注意報など防災気象情報の作成

や降水短時間予報、ඈ行場予報などに利用しています。メソモデルでは、計算を行う格子を細かくし、

積ཚ雲に伴う上ঢ気流や、水ৠ気のڽ結、雨やઇ・あられなど降水ཻ子の発生・མ下など雲の中で発生

する現象を精密に取りѻっています。そして「局地モデル」では、メソモデルよりも格子をさらに細かくす

ることで地形をよりきめ細かく取りѻい、降水過程においても計算の精密さを高める手法を取り入れ、風

や気温、ཕや短時間の強い雨をもたらすような積ཚ雲などの予測精度を向上させています。局地モデルは、

。のための気象情報や防災気象情報の作成に利用していますߤ空機の安全運ߤ

ղੳ࠶ظઅ༧ใϞσϧͱق˓

　1 か月を超える時間スケールでは、大気の変動はエルニーニョ・ラニーニャ現象のようなւ༸の変動の

影ڹを強く受け、ٯにւ༸の変動は大気の影ڹを受けます。このため、3 か月予報、ஆ・ީפ期予報や

エルニーニョ予報には、大気とւ༸を一体として予測する大気ւ༸結合モデルを使用しています。

　異常気象の分析をؚめた気ީの監視や季節予報を的確に行うためには、過去の気ީを出来るだけ正確

に把握しておく必要があります。この目的で、過去数े年にわたって蓄積した観測データを、最新の数値

予報技術を用いて解析し直す「長期࠶解析」により、過去の気ީを࠶現する高精度の気ީデータを作成し、

気ީの監視や季節予報に活用しています。平成18年に完ྃした長期࠶解析J3A-25（1979年以降の解析）

にସわるものとして、その後の新たな技術を取りࠐみ、1958 年にまでさかのぼって計算を行う長期࠶解

析 J3A-55 を新たに作成しています。

˓ւʹؔ͢ΔϞσϧ

　気象庁ではւ༸の様々な現象を予測するために、「波࿘モデル」、「高ைモデル」、「ւ況モデル」及び「ւ

ණモデル」を運用しています。

　「波࿘モデル」は、ւ上の風の予測値を用いて、ւ上の様々な場所での波の発達・ݮਰやうねりの伝

などを予測し、高波時に発表される波࿘警報・注意報や、波࿘予報などに利用しています。「高ைモデ

ル」は、台風などによるւ面気ѹとւ上の風の予測値からւ面水位の上ঢ量を予測し、この結果をもと

に浸水災害がおこるڪれのある場合に、高ை警報・注意報を発表しています。「ւ況モデル」は、ࠇை

やைに代表される日本पลのւ流やւ水温の状ଶを予測し、ւ面水温・ւ流 1 か月予報に使用してい
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ます。「ւණモデル」は、オホーツクւೆ෦の１ि間先までのւණ密接度の分布を予測し、ւණ予報や

ધഫ向けのւණ予想図に利用しています。

˓࣭༌ૹϞσϧ

　気象庁では、大気中の物質のڍ動を数式化した物質༌送モデルを用いて地ٿ環境や気ީに影ڹする二

化ૉ、ԫ砂、オκンなどの監視と予測を行っています。「ԫ砂予測モデル」では、ԫ砂発生域でのԫ砂のࢎ

い上がり、風による༌送・拡ࢄ、雨などによる地上への降下を考ྀしています。また、「化学༌送モデル」で

は、オκンやその生成・消໓にかかわる物質の風による༌送・拡ࢄ、雨などによる地上への降下、化学応や

光化学応による生成・変質・消໓などの過程を考ྀしています。予測結果は、ԫ砂情報やࢵ外線情報及び

全般スモッグ気象情報に利用しています。

気象ிͰӡ༻ͯ͠いΔ༧ใϞσϧ（ฏ 25 （ࡏݱ݄�
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ୈ�෦　気象ۀͷݱঢ়ͱޙࠓ

（３）༧報のٕज़։ൃとਫ਼向্
　高い精度の防災気象情報や天気予報をきめ細かく作成するためには、その基ૅとなる数値予報の精度

向上が不可欠です。

　スーパーコンピュータの性能向上や数値予報モデルの開発վ良が進み、数値予報は目֮ましい進歩を

げてきました。過去 18 年間の全ٿモデルの予報ޡ （ࠩ半ٿ 5 日予報の精度）の変化を図に示します。

この間、モデルの分解能の向上や物理過程のվ良、4 次元変分法の導入などデータ同化技術のվળ、

気象衛星などによる新たな観測データの利用開始など、多くの技術の進展がありました。その結果、数

値予報のࠩޡが 3 分の 2 にݮগするなど、予報の精度は大きく向上しました。

　気象庁では数値予報のさらなる精度向上のために、次のような開発課題に取り組んでいます。

　細かい現象の予測には、計算を行う格子の間隔を細かくすること（高解像度化）が必要ですが、格子

の間隔を細かくすると、計算量が増えるため、計算に要する時間が長くなります。タイムリーに予報を行う

ためには所定の時間内に計算をऴわらせる必要があり、このため、大な数の格子での計算を高速化す

る方法や、大気中の雨や雲の状ଶを精度よく効率的に計算する方法の開発に取り組んでいます。

　また、数か月以上先の予測には、大気だけでなくւ༸の影ڹが大きくなることから、大気とւ༸を同

時に取りѻう数値予報モデルの開発・վ良を進めています。

　さらに、世界中から様々な観測データを集めて「今」の大気の状ଶを精度よく࠶現するための技術（こ

れを「データ同化技術」と言います。用ޠ集参照）の開発もซせて行っています。特に、人工衛星、ߤ

空機、ウィンドプロファイラ、ドップラーレーダーなどから刻 と々送られてくるデータをより༗効に利用する「4

次元変分法」という手法（用ޠ集参照）の開発・վ良に重点的に取り組んでいます。

༧ใͷਫ਼ͷมભ

શٿϞσϧʹ͓͚Δ৽ͨͳٕज़ͷಋ入ͱ༧ใਫ਼ͷมભɻॎ࣠はɺશٿϞσϧͷ༧ใਫ਼ͷࢦඪͱͳΔٿͷ 500 ϔΫ
τύεΧϧߴͷ 5༧ใͷฏํࠜฏۉೋޡ （ࠩ୯Ґɿϝʔτϧ）Ͱɺ͕খ͞い΄Ͳ༧ใਫ਼͕ߴい͜ͱΛҙຯ͠ま͢ɻ
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の༧報ٕज़ޙࠓ（̐）
　数値予報は、気象の警報・注意報や天気予報を発表するうえで、今や欠かせない存在となっています。

数値予報がこのような気象業務のࠜװをなす技術となったのは、気象学の進歩により現象のメカニズム

解明が進んだことや、スーパーコンピュータの性能が大幅に向上したことに加え、気象庁が、計算技術や

モデルのվ良といった数値予報技術の開発に精力的に取組んできた成果です。この我が国が༗する༏れ

た技術を今後も発展させ、数値予報の精度を向上させ、情報のվળに役立てていく必要があります。

　現在、気象庁では、目的に応じた様々な数値予報モデルを運用していますが、それぞれのモデルに用

いられる技術がਂ化・高度化する中、モデルの運用・վ良を効率的・効果的に行うために、モデル間で

共通する課題はできるだけまとめて解ܾする必要があります。モデルの技術基൫を共通化することができ

れば、最新の開発成果をそこへ集中させることによって、様々な目的の数値予報モデルに効果的にөさ

せる、またモデルを共通化することが可能となります。このような「基൫モデル」の構築、そして、明日、

明後日の予報から季節予報まで、様々な時間スケールの現象をひとつのモデルで予測する、いわゆる「シ

ームレス」なモデル開発に向けた取り組みを始めています。

　スーパーコンピュータの性能は日進月歩で向上しています。そのため、将来はさらに解像度の高い数値

予報モデルを業務的に使うことができると見ࠐまれています。モデルの高解像度化により実現できる数値

予報技術のひとつに、積雲・積ཚ雲の࠶現があります。積雲・積ཚ雲の集ஂは台風をはじめとする帯

域の気象ཚの発生・発達、アジアモンスーンに伴うക雨前線の活動に重要な役割を果たしており、

帯域やアジアモンスーンྖ域をؚむ全ٿモデルを、積雲・積ཚ雲を࠶現できるよう高解像度化することに

より、例えば二ि間以上先の台風の発生や強度、帯域やアジアモンスーンの変動、及びその影ڹとし

ての日本近の大気の状ଶがより的確に予測出来るようになることが期待されます。積雲・積ཚ雲を࠶現

できる全ٿ高解像度モデルについては、研究段階のものとしてすでにいくつかのタイプが作られています。

気象庁では、計算コストや業務的に使用する場合の安定性、大気現象の表現の的確さなど様々な観点か

ら、その導入に関する調査を進めています。

（̑）ٿԹஆԽ༧ଌのڀݚ
　平成 25 ʙ 26 年（2013 ʙ 14 年）に公表予定の IPCC 第 5 次ධ価報告書に向けて、地ٿ温ஆ化予

測実験や、予測の不確実性の低ݮ、その要Ҽの理解をめ͟した研究が世界中で行われてきました。

　気象研究所でも、最新の大気モデルとւ༸モデルを結合して新たに開発した気ީモデルに、これまで

の気ީモデルでѻってこなかったエーロκル、オκン、域生ଶܥ及びւ༸生物の効果を表現するモデ

ルを組み合わせた地ٿシステムモデルを開発しました。このモデルを用いた温ஆ化予測実験の結果や、

ւ༸観測データを同化した 10 ʙ 30 年先の近未来予測の結果は、IPCC 第 5 次ධ価報告書にݙߩしま

す。アジアをはじめとした地域的な気ީ表現をさらに高精度にするモデル開発をおこなっており、温ஆ化

への中期的な適応策に資することが期待されます。

　さらに、日本の詳細な温ஆ化予測を可能とする高解像度の地域気ީモデルを開発し、温ஆ化予測を通

じて我が国の温ஆ化対策へのݙߩが期待されています。
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ୈ�෦　気象ۀͷݱঢ়ͱޙࠓ

（１）(14ଌҐӴΛ༻͍たࢹઢํ向のԆྔのར༻に向けたڀݚ։ൃ
　GPS（全ٿ測位システム）に代表される測位衛星܈は、地上約 2 万キロメートルの高度をप回しながら

電波を送信しています。その電波の速度は大気中の水ৠ気や気温、気ѹによりれが生じることから、

測位衛星の電波を地上の受信機で受信し、さらに衛星ي道の情報を用いて計算することにより、上空の

大気にؚまれる水ৠ気量を算出できます。

　気象庁では、国土地理院が地֪変動の監視のための電子基४点として全国約 1200 地点に設置した

受信機のデータを用いて、高分解能な水ৠ気量の観測を行っています。また、その水ৠ気量を数値予報

モデルで利用して、警報などの各種気象情報や日々の天気予報の精度向上にも役立てています。

　現在気象庁で利用しているのは、上空をप回しているෳ数の GPS 衛星を用いて算出した受信機の上

空のやや広いൣғの水ৠ気の総量（可降水量）ですが、気象研究所では、個々の衛星から受信した測

位衛星の方向（視線方向）の電波のれ（視線Ԇ量）の算出と利用に向けた研究開発を行っています。

　視線Ԇ量を用いると、̏次元の水ৠ気、気温、気ѹの情報が得られるため、可降水量のみを用い

た場合に比て、短時間の局地的な大雨などのܹしい大気現象の予報精度の向上が期待されます。平

成 21 年 8 月 19 日のԭೄݝでの局地的大雨の事例では、視線Ԇ量を用いたほうが、より実際の現象

に近い降水分布を࠶現することができました。

ఱํͷੵࢉਫৠ気ྔ（Մ߱ਫྔ） ਫৠ気ྔࢉͷੵઢํࢹ

ਫྔ߱ؒ࣌ਫྔɺ（த）Մ߱ਫྔΛ༻いͨγϛϡϨʔγϣϯͰͷ1߱ؒ࣌ͷ1ࡍଌͰͷ࣮؍Ϩʔμʔ気象（ࠨ）
（ӈ）ࢹઢํͷੵࢉਫৠ気ྔΛ༻いͨγϛϡϨʔγϣϯͰͷ1߱ؒ࣌ਫྔ

ԭೄݝͷہతେӍ（ฏ 21 �݄ 1� ）ͷγϛϡϨʔγϣϯ

� ৽͍͠؍ଌɾ༧ଌٕज़
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（２）߱ਫؒ࣌༧報のվྑɹʙہϞσϧの݁ՌΛ׆༻͠たվྑに͍ͭてʙ
　降水短時間予報は、解析雨量（1 ෦ 1 章 1 節˓雨の実況と予測情報　参照）をもとに雨域の移動、

地形による雨雲の発達・ਰऑなどを考ྀして、6 時間先までの各 1 時間雨量を1キロメートル四方の細か

さで予測しています。気象台では大雨警報・注意報やߑ水警報・注意報の発表に利用しており、降水短

時間予報は適確な防災気象情報を提供する上で基൫となる予測資料となっています。

　降水短時間予報は、その時点までの雨域の移動をそのまま持続させ、地形による雨雲の発達・ਰऑを

考ྀした雨量予測（実況ิ外型予測）と、数値予報モデルによる雨量予測を結合する手法で行っています。

これは、目先の 2 ʙ 3 時間までは実況ิ外型予測の精度が良く、それを過͗ると数値予報による雨量予

測の精度の方が良くなるためで、྆方の予測精度をその都度比較し、精度に応じた重みをつけて結合し

ています。

　平成 25 年出水期から数値予報の局地モデル

（2km 格子）が日本全土を෴うྖ域を対象に、１

時間ごとに起動され、9 時間先までの雨量予想が

利用できるようになります。これまで降水短時間

予報では、3 時間ごとに起動されるメソモデル

（5km 格子）の雨量予測を利用していましたが、

より解像度が高く、高ස度で計算結果が得られ

る局地モデルの雨量予測も利用する計ըです。局

地モデルでは今まで以上に細かな地形やそれに伴

う降水域の表現がվળされ、また、起動時間の

間隔が短くなることによって新しい予測が次 と々使

えるため、実況ิ外型予測と結合して利用するこ

とで降水短時間予報の雨量予測の精度も向上す

るものと期待されています。

߱ਫؒ࣌༧ใͷख๏

Ӎྔͷ༧ଌͷਫ਼はɺઌͷ̎ʙ̏ؒ࣌ఔは࣮ܕ֎ิگͷ༧ଌ
͕ྑ͘ɺͦͷޙは༧ใͷํ͕ྑ͘ͳΓま͢ɻ߱ਫؒ࣌༧ใ
Ͱはɺ྆ํͷ༧ଌਫ਼Λͦͷൺֱͯ͠ɺͦͷਫ਼ʹԠͯ྆͡
ํΛ݁߹ͯ͠いま͢（݁߹ܕ༧ଌ）ɻ

ฏ 24  �݄10ͷւಓํͷӍͷྫࣄͰ࣮݁ͨ͠ݧՌɺ຺ࢁߴʹ͔͔ΔڧいӍҬ͕ैདྷͷ༧ΑΓਫ਼ྑ ༧͘Ͱ͖まͨ͠ɻ

߱ਫؒ࣌༧ใʹہϞσϧΛར༻࣮ͨ͠ྫݧ
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ӴのたΊのٕज़։ൃࢭ੩ظ࣍（３）
　気象庁は、現行の静止気象衛星「ひまわり7 ߸」の後継機として、静止地ٿ環境観測衛星「ひまわり

8 ߸」を平成 26 年に打ち上げ、平成 27 年から運用を開始する予定です。「ひまわり 8 ߸」にࡌする高

機能のカメラは、大気や地表面から放出される様々な波長の光をଊえることができ、観測で得られるը

像の種類が大幅に増えます。また、地ٿը像を10 分ごと、日本पลը像を 2.5 分ごとの高ස度で撮影

することができ、ը像の解像度も向上します。気象庁では、この新しいը像を、気象の実況監視、数値

予報、気ީ・環境監視等で利用するための技術開発を進めています。

　例えば、高ස度に撮影されたը像を利用することで雲や水ৠ気の移動をして上空の風の分布をよ

りきめ細かく算出するための技術開発を行っています。下図の左は、試験的に気象衛星「ひまわり 6 ߸」

が日本近を 5 分間隔の高ස度で撮影したը像から算出した風の分布図です。通常の 15 分間隔のը像

から算出した風の分布図（右）と比較すると、得られる風のデータが大幅に増えることがわかります。さ

らに観測のස度だけではなくը像の解像度が向上すると、より多くかつ正確な風のデータを算出すること

ができます。

　このように高ස度かつ高解像度で取得したը像を利用することにより、台風や低気ѹ・前線等の気象

現象をより詳細に把握することができるようになります。特に、急ܹに発達して局地的߽雨やཕ、ಥ風を

もたらす積ཚ雲を発達段階でଊえることについては期待が大きく、技術開発の重要課題となっています。

　また、様々な波長の光を観測することで得られるը像を利用することで、雲の種類を詳細に分類すること

や、正確に大気中の水ৠ気量を推定するといった技術開発を進め、台風の解析精度の向上や、数値予報モ

デルでの利用を通じた予報精度の向上を目指します。さらに、ԫ砂や火山փなどの分布や高度をより正確に

算出するための技術開発も進めています。

Ӵը૾͔Βࢉग़ͨ͠෩ͷਤ

ʮ5ʯִؒͰࡱӨͨ͠Ӵը૾͔Βࢉग़্ۭͨ͠ͷ෩ͷ（ࠨਤ）ͱɺʮ15ʯִؒͰࡱӨͨ͠Ӵը૾͔Βࢉग़ͨ͠෩ͷ
（ӈਤ）Ͱ͢ɻਫৠ気ը૾͔Βࢉग़ͨ͠ରྲ্ྀݍͷ෩Λ੨৭ɺ֎ը૾͔Βࢉग़ͨ͠ରྲ্ྀݍɾதͷ෩Λԫ৭ɺԼ෩Λ
ΦϨϯδ৭Ͱඳըͯ͠いま͢ɻ
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（１）災ݮܰのたΊのٕज़։ൃ
　東地方ଠ平༸ԭ地震のようにنの大きな地震が

発生した場合には、そのنや震ݯ域の広がりを地震

発生直後に把握することが重要です。右図は東地方

ଠ平༸ԭ地震の震度分布を表していますが、震度 5 ऑ

以上の強震動域の長さは 700 キロメートルに及んでいま

す。気象研究所では、大きな地震のنなどを地震発

生直後に把握するため、このような発生直後に得られる

震度分布などからも地震のنや震ݯの広がりを推定

する手法の開発を行っています。更に、高層ビルなどに

影ڹを及ぼす長प期の地震動をؚめた地震動災害把握

手法の開発も進めています。

　また、地震の発生をいちૣく検知し、強い揺れが到

達する前にお知らせする緊急地震速報を、よりૣく、よ

り正確にするための技術開発を行っています。東地方

ଠ平༸ԭ地震後の余震活動では、実際よりも大きな震度を予測することがありましたが、この様な過大

な速報をগなくするよう開発を行っています。

（２）ܯ報ɾҙ報のൃදɾղআにؔ͢Δٕज़։ൃ
　津波警報・注意報の発表や解

আの精度を向上させるためには、

津波の発生ݯをより精度よく推定

するとともに、津波が時間ととも

に広がり、やがてݮਰする様子を

詳細に把握することが必要です。

また、東地方ଠ平༸ԭ地震によ

る津波の観測では、GPS 波࿘計

や、更にԭ合に設置しているւఈ

津波計のデータは、Ԋ؛での津波

の到来を予測する上でۃめて重要

であることが確認されました。

　これらを踏まえ気象研究所で

は、津波が発生するメカニズムの調査や津波の伝・ݮਰに関する研究に加え、ԭ合の津波観測波形

� ɾɺՐࢁʹؔ͢るٕज़։ൃ

ൃੜޙʹಘΒΕΔ͔Βن
いま͢ɻͯͬߦΓΛਪఆ͢Δख๏ͷ։ൃΛ͕ͷݯ

౦ํଠฏ༸ԭͷ

ԭ߹ͷւఈܭ(P4�࿘ܭͰଊ͑ͨ؍ଌσʔλΛ༻いΔ͜ͱͰɺԊ؛Ͱ
ͷͷߴͷ༧ଌਫ਼্͕͠ま͢ɻ

ԭ߹Ͱͷ؍ଌσʔλΛ׆༻ͯ͠Ԋ؛ͰͷΛ༧ଌ͢Δ֓೦ਤ
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データに基ͮき地震発生直後の津波の波高分布を推定し、それをもとにԊ؛における津波の波高分布を

即࠲に予測するシステムの開発も重点的に行っています。

（３）Րࢁփのࢹɾ༧ଌのたΊのٕज़։ൃ
の大きな火山火では、火山փをؚむԎが数キロメートルをӽえるような高さにまで上ঢし、火ن　

に支ߤ空機の運ߤ、の風下側の地域に大量の火山փを降らせることがあります。このような火山փはޱ

障を与えるほか、݈߁や農業、交通など私たちの生活に影ڹを及ぼすことがあります。また、火山（れ

き）と呼ばれるখさなੴも風に流されて火ޱから10 キロメートル以上れたところまでམ下することが

あり、直ܸによるケΨやΨラスが割れるなどの被害の原Ҽとなります。

　火山փや火山による災害を軽ݮするために、気象研究所では、Ԏの高さや広がりを正確にଊえる

技術や、火山փ・火山の拡ࢄを精度よく予測する技術の開発を行っています。

　2011 年 1 月の新೩ַの火では、き上げられたԎの様子が気象衛星ひまわりで観測されたほか、

種子ౡ及びԬの気象レーダーやࣛࣇౡ空ߓの気象レーダーでもଊえられました。レーダーのデータをも

とに詳細な解析を行ったところ、Ԏの広がりやԎの高さが時々刻 と々変化していく状況が把握できる

ということがわかり、レーダーによるԎの検知力をධ価する上でとてもو重な観測となりました。

　また、数値予報を応用した火山փ・火山の拡ࢄモデルのվ良も進めています。新೩ַ火の際は、

西からの強い季節風によって風向・風速が時間や高さで変化していたため、拡ࢄ予測をする上では難し

い気象条件でした。しかし、このような条件下でも、現在開発中の最新の拡ࢄモデルと、気象レーダー

観測によるその時々のԎの高さを用いることで、各地の降փ量などをうまく推定できることが分かりま

した。

　今後も引き続き、気象衛星やレーダーを活用したԎ監視方法や火山փ・火山の拡ࢄモデルのվ良

を進めることで、降փのൣғのみを予報している現在の降փ予報に、降փ量についての予報を加えること

を目指しています。火山のམ下予測についても現在検討を進めています。

気象ϨʔμʔʹΑͬͯଊ͑ΒΕͨ৽೩ַͷԎ（2011  1݄ 26  17 ࣌ 10 ）

ߴ）ͷਫฏਤڧϨʔμʔࣹ（ࠨ） �Ωϩϝʔτϧ）
（ӈ）"�# ؒͷԖஅ໘ਤ
ஆ৭ܥ΄Ͳࣹڧ͕େ͖い͜ͱΛࣔ͢ɻ
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　数値予報モデルをはじめとした気象やւ༸、地震・火山・津波の監視・予測の技術を向上させるため

には、各分野の最先端の知見や研究成果を活用することが必要です。このため気象庁は、国内の大学

や研究機関はもとより、ॾ外国の気象機関などと情報交換や意見交換を行い、研究・技術開発を進めて

います。

　国内の大学や研究機関とは、気象やւ༸、地震・火山・津波のそれぞれの分野で合計 100 余りの共

同研究を実施しています。いくつかの共同研究の成果は気象庁で活用されており、例えば、緊急地震速

報の実用化も共同研究の成果のひとつです。

　気象の分野については、日本気象学会との間で「気象研究コンソーシアム」という研究の組みを設け

ています。「気象研究コンソーシアム」は、気象庁の予測データや気象衛星データを研究者に提供するこ

とにより、大学や研究機関における気象研究を促進し、それにより、わが国における気象研究の発展、

気象研究分野の人ࡐҭ成及び気象予測技術のվળを図ろうとするものです。この組みのもとで、30 余

りの研究課題が取り組まれており、気象・気ީの予測技術の開発や、現象の解明のための研究が行われ

ています。

　数値予報モデル開発に関しては、気象予測や数値シミュレーションのための数値予報モデルを利用する

研究者に、気象庁が実際の予報に用いているモデルをି与し、数値予報技術を用いた研究を促進してい

ます。また、「数値モデル研究会」を開催し、大学や研究機関の研究者との交流を図っています。平成

25 年 3 月に開催した第 6 回数値モデル研究会は、数値モデルによる台風予報の課題と展をテーマとし、

約 100 人の参加により、台風予報のվળ方策についてٞを行いました。

　気ީの分野では、ॵや߽ઇ等の社会・経済に大きな影ڹを与える異常気象が発生した場合に、そ

の発生要Ҽについて最新の科学的知見に基ͮく分析結果を発表するため、大学や研究機関のઐ家と

連携して分析を行う「異常気象分析検討会」を設置しています。最近では、平成 24 年 8 月下०ʙ 9 月

中०の日本と東日本の高温について、検討会で分析を行い発表しました。また、長期࠶解析の実施に

あたっては、解析結果のධ価を大学や研究機関のઐ家で構成する外෦ධ価グループが実施するなど、

気象庁と研究者が連携して長期࠶解析データの質向上を目指しています。

� ։͔Εͨڀݚɾٕज़։ൃମ੍

ୈ 6ճϞσϧڀݚձ（ฏ 25 �݄ 6）
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